
長岡京市庁舎等駐車場賃貸借契約書（案） 

 

長岡京市（以下「貸付人」という。）と ●●●●（以下「借受人」という。）とは、長岡

京市庁舎等駐車場貸付事業仕様書や募集要項等を踏まえ、次の条項により、市有地について賃

貸借契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

 

（貸付物件） 

第１条 貸付人は、次の物件(以下「本物件」という。)を借受人に貸し付ける。 

物件名 所在地 貸付面積 

第 1 駐車場 長岡京市開田 1 丁目 112 番他 地上：1,653 ㎡ 

地下：2,341 ㎡ 

 

（善管注意義務） 

第２条 借受人は、善良な管理者としての注意をもって本物件を維持管理及び使用をしなけれ

ばならない。 

２ 借受人は、本物件の美観維持及び紛争防止に努めるとともに、本物件に関して生じた事故

や損害、利用者及び近隣住民等からの要望や苦情等について、貸付人の責に帰する事由による

場合を除き、すべて自らの責任において処理するものとする。 

３ 借受人は、本物件が天災その他の事由により滅失又は損壊し、これによって第三者に損害

を加えた場合は、その損害を賠償する責任を負うものとする。 

 

（使用目的等） 

第３条 借受人は、本物件を駐車場としてのみ使用するものとし、その他の目的で使用しては

ならない。 

２ 借受人は、本物件上に建築物を建築してはならない。 

 

（契約期間等） 

第４条 契約期間は、契約締結日の翌日から令和１３年１２月１８日までとする。契約期間の

うち、契約締結日の翌日から令和８年１２月１８日までを準備期間、令和８年１２月１９日

から令和１３年１２月１８日までを貸付期間とする。 

 ２ 契約期間満了日の１年前までに、貸付人と借受人の双方で協議し、貸付人が認める場合

は、契約期間及び貸付期間を更に５年間更新することができるものとする。 

 

（貸付料） 

第５条 貸付料は、総額●●●●円、月額●●●●円（消費税及び地方消費税を含む）とする。 

２ 貸付期間に１か月未満の端数が生じるときは日割で計算する。この場合においての貸付料

は、月額を当該月の日数で除した額に貸付する日数を乗じた金額とし、１円未満の端数が生



じるときは、その端数を切り捨てる。 

３ 貸付条件等に変更が生じる場合は、貸付人と借受人とが協議して貸付料を変更することが

できる。 

４ 経済情勢や公租公課の変動、近隣相場等の諸事情により貸付料が不相当となったときは、

貸付人と借受人とが協議して貸付料を変更することができる。 

 

（貸付料の支払方法） 

第６条 借受人は、貸付料について、次に掲げる期限までに貸付人の発行する納入通知書によ

り納付しなければならない。また、支払いに要する費用は借受人の負担とする。 

年 度 貸付期間 納入期限 

８ 令和 ８年１２月１９日～令和 ９年 ３月３１日 令和 ９年４月３０日 

９  令和 ９年 ４月 １日～令和１０年 ３月３１日 令和１０年４月２８日 

１０ 令和１０年 ４月 １日～令和１１年 ３月３１日 令和１１年４月２７日 

１１  令和１１年 ４月 １日～令和１２年 ３月３１日 令和１２年４月３０日 

１２ 令和１２年 ４月 １日～令和１３年 ３月３１日 令和１３年４月３０日 

１３  令和１３年 ４月 １日～令和１３年１２月１８日 令和１４年１月３０日 

 

（貸付料の減額） 

第７条 貸付料について、次の各号のいずれかに該当するときは、貸付人と借受人が双方協議

の上、適切な金額を減額する。 

（１）貸付人、国、地方公共団体又はその他公共団体において、公用又は公共用に供する必要

が生じ、貸付期間の短縮又は貸付物件に一定の期間で利用制限を設ける時。 

（２）天災その他の不可抗力など借受人の責に帰すことのできない理由により使用の継続がで

きなくなった時。 

 

（遅延損害金） 

第８条 借受人は、第６条の納入期限までに貸付料を支払わないときは、納付すべき貸付料の

額に、その納入期限の翌日から納入日までの日数に応じ、年１４．６パーセントの割合を乗

じて計算した額を遅延損害金として、貸付人の発行する納入通知書により支払わなければな

らない。ただし、延滞金の額が１００円未満であるときは、徴収しない。 

 

（経費の負担） 

第９条 本物件の管理運営に必要な駐車管制機器及びその設置に関わる費用、電気料金等の運

営に関する費用、設備等の維持・保全及びその他駐車場の管理運営に要する一切の費用は、

借受人の負担とする。ただし、庁舎建設工事側で整備した駐車場内設備等の維持管理につい

ては、貸付人の負担にて行うものとする。 

 

（契約保証金） 



第１０条 契約保証金は免除する。 

 

 

（契約不適合の場合の取扱い） 

第１１条 借受人は、本物件について種類、品質又は数量等に関して契約の内容に適合しない

ことを発見したとしても、目的物の補修又は代替物若しくは不足分の引渡しによる履行の追

完の請求、既払いの賃料の返還、賃料の減額の請求及び本契約の解除をすることができない。 

 

（禁止事項） 

第１２条 借受人は、あらかじめ書面による貸付人の承認を得なければ、次の各号のいずれか

に該当する行為をすることができない。 

（１）使用目的の変更 

（２）本物件の原形の変更 

 

（有益費等請求権の放棄） 

第１３条 借受人は、本物件に投じた有益費、必要費及びその他の費用があっても、これを貸

付人に請求しない。 

 

（滅失又はき損等） 

第１４条 借受人は、本物件が滅失又はき損、若しくは第三者に占拠されたときは、直ちにそ

の状況を貸付人に報告しなければならない。 

２ 借受人は、借受人の責任に帰すべき事由により、本物件が滅失又はき損、若しくは第三者

に占拠されたときは、貸付人の指示に従い借受人の負担において、これを原状に復旧しなけ

ればならない。なお、天災その他の不可抗力など貸付人及び借受人いずれの責任にも帰すこ

とができない事由によるときは、貸付人と借受人とが協議するものとする。 

 

（届出義務） 

第１５条 借受人又はその包括的承継人は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに、

これを貸付人に届け出なければならない。 

（１）借受人又はその包括的承継人の住所、氏名、代表者名等に変更があったとき 

（２）会社の合併等により賃借権の承継があったとき 

 

（権利譲渡等の禁止） 

第１６条 借受人は、本物件の賃借権を第三者に譲り渡し、又は貸与してはならない。 

２ 借受人は、本物件の賃借権を担保に供してはならない。 

３ 借受人は、本物件の賃借権の登記を請求してはならない。 

 

（実地調査等） 



第１７条 貸付人は、本物件について随時その状況を実地に調査し、借受人に対して必要な報

告又は資料の提出を求めることができる。この場合において、借受人は、その調査を拒み、

妨げ又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（談合等不正行為があった場合の措置） 

第１８条 借受人が次の各号のいずれかに該当したときは、借受人は、貸付人の請求に基づ

き、貸付料の総額（第５条に定めた貸付料の総額。）の１０分の２に相当する額を違約金と

して貸付人の指定する期間内に支払わなければならない。この契約が満了した後においても

同様とする。 

（１）この契約に関し、借受人が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は借受人が構成

事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引

委員会が借受人に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用

する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行

い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規

定により取り消された場合を含む。）。 

（２）納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これ

らの命令が借受人又は借受人が構成事業者である事業者団体（以下「借受人等」という。）

に対して行われたときは、借受人等に対する命令で確定したものをいい、借受人等に対して

行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をい

う。次号において同じ。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号

の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

（３）前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、借受人等に独占禁止法第３条又は第

８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となっ

た取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件につ

いて、公正取引委員会が借受人に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命

令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札が行わ

れたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

（４）この契約に関し、借受人（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明

治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項若

しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ 貸付人は、借受人が前項の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することが

できる。 

３ 借受人が第１項の違約金を貸付人の指定する期間内に支払わないときは、借受人は、当該

期限の翌日から納入日までの日数に応じ、年１４．６パーセントの割合を乗じて計算した額

の延滞金を支払わなければならない。ただし、延滞金の額が１００円未満であるときは、徴収

しない。 

 



（契約解除） 

第１９条 貸付人は、貸付人、国、地方公共団体又はその他公共団体において、公用又は公共

用に供するため本物件を必要とするときは、６か月前に借受人に通知することとし、貸付期

間中といえども本契約を解除することができる。 

２ 貸付人は、借受人が次の各号のいずれかに該当するときは、貸付期間中といえども本契約

を直ちに解除することができる。 

（１）借受人が、契約締結以降に入札参加資格がないことが判明したとき 

（２）借受人が、貸付開始から３か月以内に第３条に定める目的どおり使用を開始しないとき 

（３）借受人が、貸付期間中に貸付人の承認を得ず第３条に定める用途を廃止したとき 

（４）借受人が、貸付料を納入期限後３か月以上経過してなお支払わないとき 

（５）借受人が、銀行取引停止処分又は差押を受けたとき 

（６）借受人が、解散、破産、民事再生、会社更生等の決定を受けたとき 

（７）借受人が、本契約の条項に違反したとき 

（８）借受人が、次のいずれかに該当するとき 

  イ 役員等（借受人が個人である場合にはその者を、借受人が法人である場合にはその役

員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号におい

て同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号に

おいて「暴力団員」という。）であると認められるとき 

ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同

じ。）又は暴力団員が実質的に関与していると認められるとき 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき 

ニ 役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる

とき 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき 

 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第２０条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、借受人は貸付料の総額の１０分の

１に相当する額を違約金として貸付人の指定する期間内に支払わなければならない。 

（１）前条第２項の規定により、この契約が解除された場合 

（２）借受人がその債務の履行を拒否し、又は借受人の責めに帰すべき事由によって借受人の

債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

（１）借受人について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第７

５号）の規定により選任された破産管財人 



（２）借受人について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法律

第１５４号）の規定により選任された管財人 

（３）借受人について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 借受人が第１項の違約金を貸付人の指定する期間内に支払わないときは、借受人は、当該

期限の翌日から納入日までの日数に応じ、年１４．６パーセントの割合を乗じて計算した額

の延滞金を支払わなければならない。ただし、延滞金の額が１００円未満であるときは、徴収

しない。 

 

（損害賠償） 

第２１条 本契約を解除した場合において、貸付人に損害があるときは、貸付人は、借受人に

対し賠償を請求することができる。 

２ 前項の規定のほか、借受人が本契約に定める義務を履行しないため貸付人に損害を与えた

ときは、貸付人は借受人に対し賠償を請求することができる。 

 

（不可抗力） 

第２２条 天災地変、都市再開発、道路規制の変更、法令の制定若しくは改廃その他の不可抗力

又は周辺環境の著しい変化により、駐車場の経営又は本契約の履行が不可能若しくは著しく

困難になったときは、貸付人及び借受人は、協議のうえ、本契約の解除をすることができる。 

 

（原状回復義務） 

第２３条 借受人は、貸付期間満了のときはその期日に、また契約解除の通知を受けたときは

貸付人の指定する期日までに、貸付人が承認する場合を除き、本物件を原状回復のうえ、貸付

人借受人立会のもとに貸付人に返還しなければならない。ただし、市が特に承認したときは、こ

の限りではない。 

２ 借受人が前項の義務を怠り又は履行しないときは、貸付人が代わってこれを実施し、その

費用を借受人に請求することができる。 

３ 前項の場合において、借受人が損害を受けることがあっても、貸付人は、その補償の責任

を負わない。また、借受人は残置した物件の所有権、占有権等一切の権利を放棄したものと

し、貸付人が任意に処分しても異議を申し立てることができない。 

 

（契約締結に要する費用負担） 

第２４条 本契約の締結に要する費用は、借受人の負担とする。 

 

（関係法令の遵守） 

第２５条 借受人は、この契約に当たり、本契約に定めるもののほか、駐車場法（昭和３２年法

律第１０６号）その他関係法令の適用基準を遵守し、必要な届出等を行わなければならない。 

 



（守秘義務） 

第２６条 貸付人及び借受人は、本契約の交渉、締結、履行に際して知り得た相手方の秘密情

報及び保有個人情報を、相手方の承諾なく第三者に開示もしくは漏洩してはならない。 

 

（疑義の決定） 

第２７条 本契約に関し疑義が生じたとき又は本契約に定めのない事項については、信義誠実

の原則に従い、貸付人と借受人とが協議して定めることとする。 

 

（裁判管轄） 

第２８条 本契約に関する訴訟の提起又は調停の申立てについては、日本国の裁判所をもって

合意による専属的管轄裁判所とする。 

 

上記契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、双方記名押印のうえ、各自その１通

を保有する。 

 

 

令和 年 月 日 

 

貸付人 京都府長岡京市開田一丁目１番１号 

長岡京市 

市 長    中小路 健吾 

 

借受人 ○○○○ 

    ○○○○ 

    ○○○○ 


